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１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

 マイナンバーカードを用いたデジタルチケットの実用化に向け、応用や展開の場と

して大阪万博を捉え、eIDとの本人確認用途での相互利用を実現するため、運用環境を

含む技術的な調査及び比較検討を行う。 

 

（２）実施内容 

公的個人認証サービスと海外eIDの相互利用環境に係る調査研究 

 この調査研究の調査プロジェクトチーム（委員会）を立ち上げ、次の調査及び検討

を行った。 

➀ 国内eIDカード（マイナンバーカード）と海外eIDカードの仕様を比較し、現状を

把握するため、国内外の公的なeIDカードに関する現況調査を実施した。 

➁ 公的個人認証サービス（JPKI）の仕様と仕組みを理解するため、公的個人認証サ

ービスに関する調査を実施した。 

➂ 欧州連合（EU）では、eIDＡＳ規則に基づき、EU加盟国間においてeIDを相互利用

するスキームが確立されていることから、このeIDＡＳ規則を理解するため、eIDAS

規則に関する調査として、以下の調査を実施した。 

 ・EU内で行われているeIDの相互利用の実現に向けた施策等 

 ・eIDAS規則に基づくeID連携の仕様及び仕組み 

  （構成要素、代表的な処理シーケンス、運用に関わる関係者など） 

 ・eID連携を実現するための技術的条件 

④ 公的個人認証サービスとのやりとりが発生する受け側（認証結果を提供する送信

国）を想定して、eID連携を実現するための技術的な課題を抽出し、欧州委員会の専

門家への確認を実施した。 

➄ チケットエージェント事業者に対するヒアリングを通じて、デジタルチケットの

現状を調査し、デジタルチケットの各管理プロセス（申込、購入、入場）における

課題の整理を実施した。 

 

２ 予想される事業実施効果 

この調査研究では、主に技術的な側面について調査及び検討を行い、今後の実現性

に言及した提言を行ったが、制度面及び運用面においても解決すべき課題が明確にな



った。この調査研究は、本人確認用途でeIDの相互利用を実現するために、重要な一歩

となる成果を上げることができた。今後、この調査研究結果を府省庁などの関係機関

に示し、実現に向けた課題解決への働きかけを行うことで、国内外の垣根を跨いで幅

広く使える本人確認手段となるeIDの相互利用展開に寄与する。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

2020年度JKA機械振興補助事業 

「公的個人認証サービスと海外eIDの相互利用環境に係る調査研究」調査報告書 

 (URL：https://www2.nmda.or.jp/archives/1671/) 

 

      
    

     
    

     
  

（２）（１）以外で当事業において作成したもの 

特になし 

https://www2.nmda.or.jp/archives/1671/


４ 事業内容についての問い合わせ先 

  団 体 名： 一般財団法人ニューメディア開発協会 

（ニューメディアカイハツキョウカイ） 

 住 所： 〒103-0024 

東京都中央区日本橋小舟町3番2号 リブラビル 

  代 表 者： 理事長 永松荘一（ナガマツソウイチ） 

担当部署： 総務グループ（ソウムグループ） 

担当者名： 総務グループ長 望月 孔昇 （モチヅキ コウショウ） 

電話番号： 03-3869-5030 

  F A X： 03-3869-5029 

  E-mail ： k.mochizuki@nmda.or.jp 

  U R L： http://www2.nmda.or.jp 

http://www2.nmda.or.jp/

